



























































けが法人文書ファイル管理簿管理から移管まで現用・非現用の統一的管理を実施し、公文書管理法に基づく監査も実施している。一方、行政文書については 内閣府大臣官房 文書管理課が管理主体である。また、独立公文書管理監（情報保全監察室）は特定秘密保護法に特化して設置されたもので行政文書全般を対象としたものではない。そして、国立公文書館は、 「非現用」となって移管され 行政文書を「特定歴史公文書等」として保管し、公開する場所となっている が現実である。他の公文書管理法における政令指定機関も、原局から提出された廃棄簿に基づき、移 すべき文書の評価・選別を行っているものの、現用文書に対する管理権を有していないのが実態である。　
地方公共団体において公文書管理条例を施行している機関について
は、公文書管理法下の諸機関同様、限定的である 現用記録へのアクセス権をある程度有している。しかし 条例を有して ない地方公共団体における「アーカイブズ」は、それ以前の段階 り、恒常的な公文書の移管が行われる組織 な ものも多い。　


























































　（前略）従来わが国の歴史は、いわゆる支配階級の歴史でありまして、国民生活に最も関係の深い産業、経済、社会、文化など 部門がおろそかになつておりました。ことに近世の庶民生活の研究につきましては 非常に不十分な状態にあつたのであります。 （中略）ところがこの民間の資料というものが、 戦時から戦後にかけまして非常に隠滅し、逸散しておる状態にありますので、今にしてこれに





































一一月二八日の日本学術会議「公文書散逸防止について（勧告） 」に基づき、総理府のもとに設置された。アメリカの国立公文書館を意識し、行政文書の移管を前提として設立されたものであった。しかし、成立 た国立公文書館は、総理府 法の一部改正による設置にとどまり、各省庁が有する行政文書 移管を保証された組織ではなかった。結果的に、各省庁において保存期限超過後に廃棄される文書 、永年保存文書として退蔵されて た文書の移管場所となっ にすぎかった。これは、現在でも、公文書管理条例を有さず、機関アーカイブズとして定置されていない地方のアーカイブズが同じ状態にある。また、国立公文書館が歴史研究者の要望で設立されたため、内部 江戸幕府の蔵書などの古典籍からなる内閣文庫を抱えること なったた
め（現在でも閲覧利用者は、内閣文庫の方が多い） 、機関アーカイブズとしては歪な性格を有することとなった。　
一方、 地方における史料保存運動とも連動した公文書館法の成立は、


























地方公共団体教育委員会のもとに設置されたものも多く、 基本的 「文化施設」である。つまり、これらの「歴史文書館 は、公文書管理法と関連する情報公開機関ではなく、教育法制下に設置された「 化施設」なのであ 。　
すなわち、日本が模範にしたアメリカのアーカイブズ・システム、




















































































































人文科学・社会科学の分野で戦争に協力した諸学問 断絶を強要された。歴史学の場合、 「皇国史観」 対象となっ 。結果として、実証主義歴史学と戦前に反体制 問とされたマルクス主義歴史学が歴史学界に残っ が、主流となったのは「科学的歴史学」を僭称す マルクス主義歴史学であった。このことが、戦後の史料保存運動が民衆 を
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義であるが、経済学では近代経済学と日本で呼ばれるアメリカ経済学が浸透し、現在 主流となっている。この過程 、マルクス経済学は歴史分野を中心とするように 政治学の分野では もともとアメリカ政治学の影響が戦前から強かっ 政治学 国際政治学は、非マルクス主義的な傾向を有している。このため、 歴史学的アプローチ分野である政治史・外交史の分野では、実証主義歴史学の手法を用いて戦後の近現代史研究 リード きた。外交史研究は、国際政治学との連携を強め、また 実証主義歴史学も、個人文書を中核として研究 進めた結果、政治過程研究 中心 なったのである。　
反面、マルクス主義歴史学は、近世の古文書を利用して近世社会の


























文書管理法 （公文書管理条例） に基づく公文書館設立の障害 もある。基本的に、歴史資料を地域資料と て保存し、 開 る文化施設である「歴史 館」と、 法・公文書管理条例に基づく情報公開機関である「公文書館」を区別し、国内の「アーカイブズ」につい
広島大学文書館紀要　第20号（2018年）
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館長デービッド・フリッカーは、国立公文書館の招待講演 、公文書館の仕事として「舞台裏（場合によ は表舞台）で、公務員はすさまじいペースで働き、大臣に助言を行い 政策とその実施に向けた重要事項に関して意思決定を行っています。ここでも、状況は変化います。公共サービ 部門全体において、私たちは新しいやり方で取り組んでおり、お役所的な形式的手続主義を突き崩し、部門間の壁をなくし、サイロ化したデ タをつなげる革新的な運営方法を模索しています。公共 ービス内において、これも急速に拡大する情報市場です。すなわち、数多の技術やシステム 保有データから構成され府及び民間のプラットフォーム上で動く、複雑で動的な情報エコシステムともいえます。これは喜ばしいことです。プロの知識労働者としての能力を伸ばし、オーストラリアが現在及び将来において必要とするサービスを提供しつづけようとするならば、私たちがすべ こと、いえ、しなければならな ことは、新しい技術や方法の採用 す」とし、その際、 「もう一つの趨勢についても、 話 した と思います。












































































































題となったのは、①統一的管理を前提とした評価選別の在り方、②特定歴史公文書等 三 年原則だけでない「時の経過」の運用 ③地方公共団体における文書管理である。基本的に、具体的な改善方法が記載されておらず、方向性を示したに過ぎない。 「①」は、国立公文書館に移管された特定歴史公 の「質的」な問題が であり、統一
的管理の実態に踏み込んだものではない。 「②」は、現用記録・親機関との連携が必要であるが、ないため、単に個人情報保護法等との関係からのものに過ぎない。 「③」は、地方公共団体における公文書管理法の運用は、地方公共団体が公文書管理条例を施行しない限り意味がない。なお、小池は、改正に関する試案を発表している（ 公文書管理法改正試案」 『広島大学文書館紀要』第一六号、 二〇一四年二月） 。
（
14）
























































23）日本のアーカイブズの現状については、 曖昧ではあるが、 鎌田和栄「 「公
文書館」施設と「古文書」 「民間所在資料」のより良い保存・公開に











































































































機関連絡協議会（全史料協） 『記録と史料』第二四巻、 二〇一四年三月。全国歴史資料保存利用機関連絡協議会（全史料協）では、 方で 公文書館機能の自己点検・評価指標を導入する動きも示している。この動きは、 評価できるものであり、 現用記録との関係 重視されている。また、地方公文書館では、公文書管理条例のもとに設置された島根県公文書センター 札幌市公文書館、福岡共同公文書館のような「公文書館」が設立されてきている。特に、札幌市公文書館の「特定重要公











二〇一一年三月） 。そして、 そうであ がゆえに、 札幌市公文書館では、「特定歴史公文書」ではなく、 「特定重要公文書」としている である（大濱徹也「札幌市公文書館の使命と課題」 『札幌市公文書館研究紀要』第六号、二〇一四年） 。広島大学文書館でも、この方向性を支持し運営している。
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二七五号、一九九八年一〇月） 。近世古文書 収集アーカイブズとしての「歴史文書館」としては正しい認識かもしれないが この考え方は、アーキビストを歴史研究者の補助・予備として下に見たものではないだろうか。一方、日本の公文書管理においては、 「公務員はキビストたれ」が基本であり、行政機関に対 てインテリジェンスの一環として公文書管理研修を行うことの方が日本 喫緊の課題であろう。そして、国立公文書館のアーキビスト は、本来、高度インテリジェンスを有した者 なるべきである。
（
60）イギリスとの比較から、公文書管理制度を論じた研究として、奈良岡











The relationship between historical science and archives in Japan
KOIKESeiichi
Abstract
　　Despitetheenforcementof thePublicRecordsandArchivesManagementAct,some
casesconcerningofficialdocumentshaveariseninJapan.Oneofthecausesofthisisproblems
withJapanesearchives.Theissueisparticularlytiedtohistoricalscience,whichdistortsthe
originalappearanceofJapanesearchives.Therefore,inthispaper,weclarifytherelationship
betweenJapanesearchivesandhistoricalstudies,andclarifywhatshouldbedone.
